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は   じ   め   に 

 

 県では、知的財産の活用を推進し、本県産業の競争力の強化と持続的な発展が図られるよう、

平成21年２月に「香川県知的財産推進プログラム」を策定し、「知的財産に対する知識と認識

を持つ知的財産文化の醸成」、「産業振興における知的財産の創造、保護、活用の促進」、

「地域資源の魅力を生かした県産品のブランド化の推進」、「県内事業者の海外展開に伴う海

外の商標問題への対応」、「地域企業等に対する知的財産支援のための関係支援機関の連携強

化」の５つを基本方針に掲げ、各種の施策を講じてきました。 

 

 こうした中、このプログラムの策定以降、我が国や本県の知的財産を取り巻く環境は大きく

変化しました。 

 第４次産業革命と呼ばれる、IoTやAI等の新たな技術をあらゆる産業や社会生活に取り入れ

てイノベーションを創出し、ひとりひとりのニーズに合わせる形で社会的課題を解決する、新

たな社会「Society5.0」の実現に向けた取組みが、産業界を含む様々な分野において加速して

います。企業においても、高度化した情報技術を活用してビジネスチャンスを見出すなど、新

たな情報財への知的財産戦略の強化が経営戦略上の課題のひとつとなっています。 

 また、経済のグローバル化の進展を受け、海外経済の成長に対する輸出や投資がより一層拡

大しました。人口減少・少子高齢化による国内市場の縮小を背景に、ビジネスチャンスを国外

需要に求める動きが強まる中、模倣品対策や知的財産の冒認出願等の問題への対応など、諸外

国の情勢を理解し、国ごとに異なる知的財産制度に的確に対応することがこれまで以上に重要

となっています。 

 

 国の知的財産分野における地域・中小企業支援については、平成28年５月の「知的財産推進

計画2016」で「地方、中小企業、農林水産分野等における知財戦略の推進」を重要課題として

位置づけ、また、同年６月に閣議決定された「日本再興戦略2016」では、中小企業における特

許等の権利化・活用を促進するなど、中小企業の知的財産戦略の強化を図ることとしています。 

 一方、県では、将来にわたって本県経済の持続的な発展を図るため、平成25年度から10年間

の産業振興の指針となる「香川県産業成長戦略」を策定し、「力強く着実に成長していく経済

社会」を目標に、「地域資源や伝統技術を活用した特長ある食品・バイオ関連分野」、「先端

技術や基盤技術を活用したものづくり分野」など６分野を成長のエンジンとなる分野に位置づ

けるとともに、「希少糖」や「オリーブ」をはじめとする５つの重点プロジェクトを推進する

など、戦略的に産業の振興を図っているところです。 

 

 このような状況を踏まえ、策定から10年が経過したことを機に、このたび「香川県知的財産

推進プログラム」を改訂しました。 

 新たなプログラムでは、「知的財産の普及啓発」、「知的財産の創造、保護、活用の促進に

よる産業競争力の強化」、「関係支援機関の連携による知的財産支援体制の強化」を基本方針

として、本県における知的財産の活用をより一層推進してまいります。 
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Ⅰ 香川県における知的財産権の現状 
 

(１) 香川県における産業財産権の出願・登録状況 
 

① 特許・実用新案 
 

 本県の特許出願件数は、年によって増減はあるものの、526件と突出していた平成28年を

除き、400件台で推移しています。全国の特許出願件数は、平成20年以降は漸減傾向で推移

していましたが、平成27年以降、横ばいで推移しています。 

 特許登録件数は、県・全国ともに平成25年までは増加傾向にあったものの、その後、県は

250件前後、全国は20万件前後で推移しています。 

 実用新案出願件数は、県・全国ともに平成20年から減少傾向にあるものの、県では平成27、

28年に一時的に増加しました。 

 実用新案登録件数は、県は平成20年をピークに減少し、平成22年以降は横ばい傾向でした

が、平成26年以降は年により増減があります。全国は、緩やかに減少傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）特許庁「特許行政年次報告書」 

② 意匠 
 

 本県の意匠出願件数は100件から170件の間で増減を繰り返しながら推移しています。全国

の意匠出願件数は、平成21年以降多少の増減を繰り返しながらほぼ横ばいで推移しています。 

 本県の意匠登録件数は、年による増減があるものの、平成24年以降は100件以上を維持し

ています。全国は、多少の増減を繰り返しながら３万件弱で推移しています。 
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（資料）特許庁「特許行政年次報告書」 

③ 商標 
 

 本県の商標出願件数は、平成25年以降増加傾向にあり、平成29年には606件と過去最高と

なりましたが、平成30年は458件と減少しました。全国の商標出願件数は、平成20年以降ほ

ぼ横ばいで推移していましたが、平成25年以降は増加傾向にあります。 

 本県の商標登録件数は、300件から400件の間で推移していましたが、平成29年には438件

と、400件を超えました。全国は、10万から11万件前後で推移しています。 

 また、全国に比べて、知的財産の全出願件数・登録件数に占める商標出願件数及び登録件

数の割合が高いのが本県の特徴です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）特許庁「特許行政年次報告書」 

④ PCT国際出願 
 

 本県の日本国特許庁を受理官庁とした

特許協力条約に基づく国際出願（PCT国

際出願）の件数は、平成25年以降は平成

26年を除き増加傾向にありましたが、平

成30年は減少しました。全国では、平成

26年を除き、一貫して増加傾向を示して

おり、平成30年は48,630件（前年比

2.5％増）と、過去最高を記録していま （資料）特許庁「特許行政年次報告書」 
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す。研究開発や企業活動のグローバル化が大きく進展し、国内のみならず国外での知財戦略

の重要性も一層増していることなどが背景にあると言われています。 
 

⑤ マドリッド協定議定書に基づく国際出願 
 

 日本国特許庁を本国官庁とするマド

リッド協定議定書に基づく国際出願件

数は、本県では、平成27年、平成30年

は減少しているものの、概ね増加傾向

にあり、平成30年は平成20年の3.25倍

となる13件となりました。全国でも、

平成25年以降増加を続けています。 

 

 

 

(２) 県内企業の知的財産に関する意識 
 

 平成29年に三菱UFJリサーチ＆コンサルティングが県内の中小企業等を対象に実施した知

的財産に関するアンケート調査結果では、経営戦略上での知的財産の位置付けについて、

「非常に重要である」「重要である」と回答した企業は76.7％と、多数の企業が知的財産権

を重要であると認識しており、その理由は「他社からの防衛のため（他社との差別化）」

（75.0％）、「技術ブランドの知名度・信用度を高めるため」（70.9％）であると回答して

います。 

 しかしながら、知的財産に関する社内ルールや規定類を定めている企業は、全体の10.9％、

知的財産を扱う部署や担当者を設けている企業は37.9％に留まっています。 

 

 

 

 

 

（資料）特許庁「特許行政年次報告書」 
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（資料）三菱UFJリサーチ＆コンサルティング「中小企業等の知的財産に関するアンケート調査業務 報告書」2017

年３月30日 

 

 

【アンケート実施概要】 

実施期間：2017年２月17日（金）～３月13日（月） 約３週間 

調査対象：香川県に所在する中小企業等 

調査方法：郵送配布・郵送回収（一部FAX回収） 

配付・回収数：配布数 1,150社 回収数 294件（回収率25.6％） 

設問内容： 

１ 企業概要、景況感、経営上の課題に対する関心、独自技術の有無、知的財産の取扱い 

２ 知的財産権に関する取組みについて 

３ 知的財産にかかる体制・情報について 

４ 今後の知的財産活動に対する取組ニーズについて 

５ 香川県知財総合支援窓口について 

アンケート記入者情報 
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(３) 香川県における地域ブランド化の取組み 
 

 地域産業の活性化に向けて「地域資源」を戦略的に活用するため、地域の自然条件を生か

した農産物や食品、地域の文化に根付いた伝統的工芸品や特色あるサービスの提供などを、

他地域のものと差別化を図る取組みが全国で進んでいます。本県においては、地域団体登録

商標や地理的表示制度を活用するとともに、本県が誇るオリーブオイルやオリーブ関連商品

について独自の認証制度を設け、消費者に選ばれる商品となるようブランド価値の向上に取

り組んでいます。 

 

① 地域団体商標制度 
 

 

 地域名と商品（サービス）名からなる商標を保護する地域団体商標の登録件数は、本県で

は平成20年の２件から５件に増加しています。全国では、平成20年の409件から673件（令和

元年12月27日現在）に増加しています。 

 

② 地理的表示（GI）保護制度 
 

申請 登録 出 願 人 商 標 指定商品及び指定役務 

H18.５ H19.３ 讃岐石材加工協同組合 

庵治石開発協同組合 

協同組合庵治石振興会 

庵治石 香川県高松市庵治町・牟礼町におい

て産出された墓石・石碑用石材など

香川県高松市庵治町・牟礼町におい

て産出された石材を使用し同町で加

工された灯ろう・墓石など 

H20.１ H20.10 引田漁業協同組合 ひけた鰤 香川県東かがわ市引田沖で養殖され

たぶり 

H22.２ H23.９ 伊吹漁業協同組合 伊吹いりこ 香川県伊吹島周辺海域で漁獲され、

伊吹島で加工された煮干イワシ 

H20.６ H25.５ 香川県農業協同組合 

香川県食肉事業協同組合 

讃岐牛 

 

香川県産黒毛和牛の牛肉 

 

H26.10 H27.10 特定非営利活動法人 

小豆島オリーブ協会 

小豆島オリーブ

オイル 

小豆島産のオリーブオイル 

名  称 

香川小原紅早生みかん

 

善通寺産四角スイカ 
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 国においては、農林水産物・食品分野での生産業者の利益の増進と需要者の信頼の保護を

図るため、特定の産地と品質等の面で結び付きのある農林水産物・食品等の産品の名称（地

理的表示）を知的財産として保護する地理的表示（GI）保護制度を平成27年に開始しました。

令和元年12月10日現在で89産品が登録されており、本県では平成29年に香川小原紅早生みか

ん、令和元年に善通寺産四角スイカがともに香川県農業協同組合により登録されています。 
 

③ 県における地域ブランド化の取組み 
 

 本県は、日照時間が長く１年を通して温暖な気候や風土に恵まれ、県花・県木のオリーブ

や県魚のハマチを代表とする質の高い農水産物がたくさんあります。しかしながら、近年、

産地間競争が激化し、消費者ニーズが多様化していることから、農畜産物のブランド化によ

り、他地域のものとの差別化を図り、選ばれる商品に育てていく必要があります。 

 本県では、農水産物における本県オリジナル品種の開発や、オリーブ採油後の果実や葉を

飼料として与えた「オリーブ牛」、「オリーブ夢豚・オリーブ豚」、「オリーブ地鶏」、

「オリーブハマチ」、「オリーブマダイ」等の開発等、気候や風土を生かした地域ブランド

品の開発に積極的に取り組んでいます。 

 また、「さぬき讃フルーツ」推奨制度やかがわオリーブオイル品質表示制度を設け、一定

の品質基準を満たしたものであることの表示を可能にすることで、消費者の信頼を高め、需

要の拡大を図る取組みを行っています。 
 

○「さぬき讃フルーツ」推奨制度 
 

 県オリジナル品種を中心とした果物で、県で認定した生産者が栽培

し、糖度など一定の品質基準を満たしたものを「さぬき讃フルーツ」と

して推奨しています。「さぬき讃フルーツ」認定生産者には、令和２年

２月現在で44団体・個人が認定されています。 

〈「さぬき讃フルーツ」の対象品目・品種〉 

区分 品 目 品  種  （ 作  型 ） 

オリジ

ナル 

温 州 

みかん 
小原紅早生（おばらべにわせ） 

キ ウ イ 

フルーツ 

香緑（こうりょく）、さぬきゴールド、香粋（こうすい）、

さぬきエンジェルスイート、さぬきキウイっこ® 

いちご さぬきひめ 

区  分 第３類 果実類うんしゅうみかん 第１類 農産物類 野菜類（すいか） 

生 産 地 香川県 善通寺市 

申  請 H29.３ H29.12 

登  録 H29.12 R元.６ 

登録生産者団体 香川県農業協同組合 香川県農業協同組合 

図：さぬき讃フルーツ 
ロゴマーク
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一般 

中晩柑類 不知火（施設栽培、長期貯蔵＜5月以降出荷＞） 

ぶどう シャインマスカット、ピオーネ 

もも 白鳳系品種・白桃系品種 

なし 幸水、豊水 

びわ なつたより 

 

○ かがわオリーブオイル品質表示制度（かがわオリーブオイル品質評価・適合表示制度） 
 

 県独自で定めた品質評価基準に適合した製品であることを

表示することにより、香川県産オリーブオイルに対する消費

者の信頼を高め、その普及と需要拡大を図ることを目的とす

るものであり、令和元年11月１日現在で33事業者が認定され

ています。 
 

〈対象となるオリーブオイル〉 

 香川県内で栽培されているオリーブ樹から収穫されたオリ

ーブ果実のみを原料として、県内で製造されたオリーブオイ

ル 
 

〈香川県産オリーブオイル品質評価基準〉 

 国際的にエキストラバージンオリーブオイルと認められる「スタンダード」と、さらに高

品質な「プレミアム」の２種類の基準があります。 

 スタンダード基準 プレミアム基準 

化 

学 

検 

査 

酸度 0.8％以下 0.30％以下 

過酸化物価 20meq/kg以下 15.0meq/kg以下 

紫外線吸光度（K232） 2.5以下 2.50以下 

紫外線吸光度（K270） 0.22以下 0.22以下 

紫外線吸光度（ΔK） 0.01以下 0.01以下 

官能評価 

欠陥値の中央値が０ 
フルーティーさの中央値が 
０より大 

欠陥値の中央値が０ 
フルーティーさの中央値が１より大 
苦味及び辛味の中央値が０より大 

 

○ 香川県産オリーブ関連商品認証制度 
 

 香川県産オリーブを使用した食品・雑貨など、県内事業者により製造されている香川県産

オリーブ関連商品を一体的にアピールすることにより、これら商品のブランド力強化と本県

ブランドイメージの向上を図り、全国トップにあるオリーブ産業の地位を確たるものとする

ため、令和元年度に香川県産オリーブ関連商品認証制度を創設し、令和元年度の認証商品と

して146商品が認証されました。 

図：かがわオリーブオイル
品質適合表示ロゴマー
ク 
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〈認証対象商品〉 

（1）香川県内に事業所を有する企業が、香川県内で生産又

は製造した一般消費者向け商品で、次のいずれかに該当

するもの。ただし、 県が開発やブランド化に大きく関

わった商品（オリーブ牛やオリーブハマチなどオリーブ

畜水産物等）を除く 

・ 農林水産物 

・ 加工食品（既に品質表示制度のあるオリーブオイルは除く） 

・ 工芸品、雑貨等の非食品（医薬品、美術品は対象外） 

（2）県内で栽培されたオリーブを直接的又は間接的に使用して生産又は製造された商品 

（3）オリーブ関連商品のブランド力強化と全体のブランドイメージの向上への貢献が期待で

きる商品 

 

Ⅱ 香川県における知的財産権の課題 
 

 本県の名目県内総生産（平成29年度）の全国シェアは0.70％ですが、それと比較して産業

財産権に係る全国シェアは低い状況にあります。実用新案と意匠については、全国シェアが

実用新案で出願0.52％、登録0.62％、意匠で出願0.40％、登録0.48％と比較的高いものの、

特許と商標は、全国シェアが特許で出願・登録ともに0.14％、商標で出願0.25％、登録

0.33％と低くなっており、現状では、本県の経済活動において産業財産権が十分に活用され

ているとは言い難い状況です。全国順位についても、実用新案と意匠は、実用新案が出願26

位、登録24位、意匠が出願23位、登録21位と全国中位にあるものの、特許と商標は、特許が

出願・登録ともに30位、商標が出願36位、登録33位と改善の余地があります。今後、産業財

産権をはじめとする知的財産権を意識した事業展開を推進することで、本県の産業競争力を

強化する必要があります。 

 また、PCT出願件数、商標の国際登録出願件数については、全国順位はPCT出願26位、商標

の国際登録出願24位と中位にあるものの、全国シェアはPCT出願0.13％、商標の国際登録出

願0.41％と低い状況です。PCT出願及び商標の国際登録出願は、グローバル化の進展により、

全国においても増加傾向にあり、引き続き推進することが必要です。 

 

 

 

 

 

図：香川県産オリーブ関連商品 

認証ロゴマーク
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（資料）特許庁「特許行政年次報告書」、香川県「平成29年度香川県県民経済計算」 

 また、県内企業へのアンケートの結果から、知的財産を経営戦略上の重要事項と位置付け、

知的財産に対応する体制を整備している企業がある一方で、まだ知的財産について馴染みの

ない企業があるほか、知的財産の重要性を認識しながらも実施体制が十分とはいえない企業

があるため、知的財産の普及啓発から創造、保護、活用という知的財産のサイクルの中で、

企業等が必要に応じて支援を受けることができる体制を整備することが必要です。 

 

Ⅲ 基本方針 
 

 本県における知的財産の活用をより一層促進し、県内産業の競争力を強化するため、特許

庁などの関係機関と連携しながら、次の３つを知的財産推進プログラムの基本方針として取

り組みます。 

(１) 知的財産の普及啓発 

(２) 知的財産の創造、保護、活用の促進による産業競争力の強化 

(３) 関係支援機関の連携による知的財産支援体制の強化 

 

Ⅳ 取組み内容 
 

(１) 知的財産の普及啓発 
 

 香川県では、公益財団法人かがわ産業支援財団に設置した香川県知的所有権センターに、

特許流通コーディネーターを配置するとともに、平成28年３月には、知的財産の専門家で構

成される日本弁理士会と「知的財産の活用による地域の活性化と産業の振興のための協力に

関する協定」を締結し、知的財産に関する普及啓発を図っています。 

 一方で、県内には、知的財産に馴染みのない企業が、まだ多く存在し、経営戦略における

知的財産の重要性を認識しながらも実施体制が十分とはいえない企業もあります。 

 このため、県では、独立行政法人工業所有権情報・研修館（INPIT）が設置するINPIT香川

県知財総合支援窓口や日本弁理士会などと連携して、知的財産に馴染みのない県内企業等に

対して、知的財産の活用に関する気づきを促すためのセミナーの開催や知財を活用した成功

事例の周知等を行うとともに、知財意識の向上を図るために、経営戦略における知財マネジ

全国 香川県 比率 全国順位 全国 香川県 比率 全国順位
全　　国

名目国内

総 生 産

香 川 県

名目県内

総 生 産
比率

特許 313,567 436 0.14 30 194,525 267 0.14 30
実用新案 5,388 28 0.52 26 5,303 33 0.62 24
意匠 31,406 125 0.40 23 27,618 133 0.48 21
商標 184,483 458 0.25 36 116,547 385 0.33 33
PCT 48,630 61 0.13 26
商標国際登録 3,164 13 0.41 24

出願件数（平成30年）
参考

経済指標（平成29年度）

547,409
　十億円

3,845,915
　 百万円

0.70

登録件数（平成30年）
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メントに関するセミナーの開催や企業訪問など、より一層、経営者層を含む関係者に対する

普及啓発を行います。 

 さらに、一般社団法人香川県発明協会などと連携して、香川の発明くふう展等を開催し、

次代を担う青少年に、ものづくりを通じて、創作の喜びや発明くふうの楽しさを知ってもら

うことにより、創造力を育むとともに、本県における発明・考案の重要性の普及啓発を行っ

ていきます。 
 

〔県の取組み〕 
 

【香川県】 
 

○ 公益財団法人かがわ産業支援財団に設置した知的所有権センターを通じた普及啓発 

・ 特許流通コーディネーターによる知的財産に関する情報収集・提供や企業訪問等の

実施（知的財産活性化事業） 

・ 知的財産を活用した経営展開について学ぶ「かがわ知財経営塾」の開催（知的財産

活用促進事業） 
 

【公益財団法人 かがわ産業支援財団】 
 

○「香川県知的所有権センター」の設置・運営（知的財産活性化事業〈香川県事業〉） 

・ 特許流通コーディネーターによる知的財産に関する情報収集・提供、企業訪問等の

実施 

・ 知的財産を活用した経営展開について学ぶ「かがわ知財経営塾」の開催（知的財産

活用促進事業〈香川県事業〉） 
 

〔関係機関の取組み〕 
 

【一般社団法人 香川県発明協会】 
 

○ セミナー等の開催 

○ 知的財産研究会活動（勉強会、施設見学・意見交換会）の実施 

○ 地方発明表彰の実施 

○ 児童・生徒の創造性の育成（青少年創造性育成） 

○ 情報提供 
 

【国立大学法人 香川大学】 
 

○ セミナーの開催 
 

【日本弁理士会】 
 

○ 検索システムによる弁理士情報の提供 

○ 教育機関での知財教育支援 
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○ 各種冊子、知財学習動画の提供 
 

【日本弁理士会 四国会】 
 

○ セミナーの開催（知財広め隊事業） 

○ セミナー講師の派遣 
 

【弁護士知財ネット】 
 

○ セミナー等の開催 
 

〔国の支援事業〕 
 

【独立行政法人 工業所有権情報・研修館（INPIT）】 
 

○ 知財総合支援窓口の運営 

○ INPIT香川県知財総合支援窓口の運営 

・ 常設窓口相談、臨時窓口相談、訪問相談 

・ セミナーの開催 

・ アンケート調査、企業訪問 

○ 知的財産権制度説明会の開催 
 

【四国経済産業局】 
 

○ セミナーの開催（四国地域知的財産活用セミナー事業） 

○ デザイン経営の促進（中小企業の経営におけるデザインリテラシーの高度化促進事業） 
 

【特許庁】 
 

○ 説明会やシンポジウムの開催 

○ イベント（「知財のミカタ～巡回特許庁～」）の開催 

○ 各種事例集、マニュアル等の提供 

○ 産業財産権専門官による企業訪問やセミナーへの講師派遣 

 

(２) 知的財産の創造、保護、活用の促進による産業競争力の強化 
 

① 研究開発支援等によるイノベーションの促進 
 

 県では、知的財産の創造を促進するため、公設試験研究機関において、研究開発支援や生

産技術の開発などに取り組むほか、技術の普及を行っています。 

 特に、産業技術センターにおいては、企業や市場ニーズを踏まえた実用化・事業化に直結

する研究や、事業化等を目指す企業等との共同研究を行うことにより、事業化等の成功確率

を向上させるとともに、必要に応じて、大学、高等専門学校、国立研究開発法人産業技術総

合研究所などと連携し、技術の橋渡しを行い、県内企業等の知的財産の創造や活用を支援し、
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イノベーションを促進します。 

 また、香川県知的所有権センターに配置した特許流通コーディネーター等による企業訪問

などにより県内企業等のニーズを掘り起こし、大企業等が保有する知的財産とのマッチング

機会の提供などを行います。 

 さらに、県内中小企業等への研究開発・商品開発支援とあわせて、産業財産権（特許、実

用新案、意匠、商標）の取得に要する経費を支援します。 
 

〔県の取組み〕 
 

【香川県】 
 

○ 先端的な技術の導入・活用に対する助成＜産業政策課＞ 

○ 産学官連携による科学技術に関する共同研究の促進＜産業政策課＞ 

○ 実用化・事業化に直結する研究や、事業化等を目指す県内企業等との共同研究＜産業

技術センター＞ 

○ 県が有する知的財産・技術情報の提供や、大学・高等専門学校・産業技術総合研究所

等との技術の橋渡し＜産業技術センター＞ 

○ 県内企業と大企業が保有する知的財産とのマッチング機会の提供（「知財マッチング

inかがわ」の開催）＜知的所有権センター＞ 
 

【公益財団法人 かがわ産業支援財団】 
 

○ 新分野への進出や競争力強化等のための産業財産権の取得を含む研究開発に対する助

成 

○ 香川県科学技術研究センター（FROM香川）の運営 

○ 県内企業と大企業が保有する知的財産とのマッチング機会の提供（「知財マッチング

inかがわ」の開催）（知的財産活用促進事業〈香川県事業〉） 
 

〔関係機関の取組み〕 
 

【独立行政法人 国立高等専門学校機構 香川高等専門学校】 
 

○ 技術相談 

○ 研究・技術シーズの発信 

○ 受託研究、共同研究 
 

【国立大学法人 香川大学】 
 

○ 萌芽的研究への助成 

○ 技術交流協力会（KING）の開催 

○ 特許を活用した技術移転活動 
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○ 特許を利用したベンチャーの企業支援 

○ 技術シーズの発信 

○ マッチングの推進 
 

【四国TLO（株式会社 テクノネットワーク四国）】 
 

○ 大学等と企業の橋渡し支援 
 

【日本弁理士会】 
 

○ 知財マッチングサービスの実施 
 

〔国の支援事業〕 
 

【独立行政法人 工業所有権情報・研修館（INPIT）】 
 

○ 特許情報プラットフォーム「J-Plat Pat」の運用 

○ 開放特許情報データベースの運営 
 

【四国経済産業局】 
 

○ 中小企業と大企業等との知的財産マッチングの推進（四国地域知的財産マッチング事

業） 
 

【国立研究開発法人 産業技術総合研究所 四国センター】 
 

○ イノベーションコーディネータによる橋渡し支援 

○ 技術移転 

 

② 戦略的な知的財産活動の促進 
 

 中小企業は、県内事業所数の99.8％、雇用の約８割を占めるなど、本県経済の担い手とし

て極めて重要な存在であり、知的財産の視点からは、こうした中小企業が持つ優れた技術や

アイデアが、知的財産として戦略的に保護・活用され、県内産業の競争力強化に結びつくこ

とが重要です。 

 このため、県やかがわ産業支援財団では、日本弁理士会やINPITと協力して、オープン＆

クローズ戦略などに関するセミナーを開催し、知的財産の権利化をはじめ、営業秘密として

の秘匿化も含めた知的財産の保護・活用を促進します。 

 また、知的財産に関する悩みや課題を抱える県内企業には、INPIT香川県知財総合支援窓

口による相談対応（弁護士知財ネット登録弁護士、弁理士が駐在）や日本弁理士会四国会が

実施する無料相談など、適切な支援機関への橋渡しを行います。 
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〔県の取組み〕 
 

【香川県】 
 

○ 知的所有権センターを通じた知的財産活動の促進 

・ 特許流通コーディネーターによる知的財産に関する情報収集・提供、企業訪問等の

実施（知的財産活性化事業［再掲］） 

・ 知的財産を活用した経営展開について学ぶ「かがわ知財経営塾」の開催（知的財産

活用促進事業［再掲］） 

・ 県内企業と大企業が保有する知的財産とのマッチング機会の提供（「知財マッチン

グinかがわ」）の開催（知的財産活用促進事業［再掲］） 
 

【公益財団法人 かがわ産業支援財団】 
 

○ 「香川県知的所有権センター」の設置・運営（知的財産活性化事業〈香川県事業〉

［再掲］） 

・ 特許流通コーディネーターによる知的財産に関する情報収集・提供、企業訪問等の

実施 

・ 知的財産を活用した経営展開について学ぶ「かがわ知財経営塾」の開催（知的財産

活用促進事業〈香川県事業〉［再掲］） 

・ 県内企業と大企業が保有する知的財産とのマッチング機会の提供「知財マッチング

inかがわ」の開催（知的財産活用促進事業〈香川県事業〉［再掲］） 
 

〔関係機関の取組み〕 
 

【香川県商工会議所連合会】 
 

○ 専門家の派遣（経営・技術強化支援事業（エキスパートバンク）） 
 

【香川県商工会連合会】 
 

○ 専門家の派遣（経営・技術強化支援事業（エキスパートバンク）） 
 

【高松信用金庫】 
 

○ 知財金融の促進（中小企業知財金融促進事業〈特許庁事業〉） 
 

【株式会社 日本政策金融公庫 高松支店】 
 

○ 知財を活用して行う新事業への融資（新事業育成資金（中小企業事業）） 
 

【日本弁理士会】 
 

○ 知財経営の実践支援（弁理士知財キャラバン事業） 

○ 知的財産権の価値評価を行う弁理士の推薦 
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【日本弁理士会 四国会】 
 

○ 常設知的財産相談室の運営 

○ 「知財コラボ四国」の運営 
 

【株式会社 百十四銀行】 
 

○ 知財金融の促進（中小企業知財金融促進事業〈特許庁事業〉） 

○ 知的財産コンサルティング（四国地域知的財産コンサルティング事業〈四国経済産業

局事業〉）への協力 
 

【弁護士知財ネット】 
 

○ INPIT知財総合支援窓口への弁護士派遣 

○ 日本知的財産仲裁センター四国支所（※）への弁護士派遣 

  （※）知的財産に関する紛争を裁判外で解決することを目的とした機関 
 

〔国の支援事業〕 
 

【独立行政法人 工業所有権情報・研修館（INPIT）】 
 

○ 知財総合支援窓口の運営［再掲］ 

○ INPIT香川県知財総合支援窓口の運営［再掲］ 

・ 常設窓口相談、臨時窓口相談、訪問相談 

・ アンケート調査、企業訪問 

○ 特許情報分析の支援 

○ 知的財産プロデューサーの派遣 

○ 産学連携知的財産アドバイザーの派遣 

○ 「営業秘密・知財戦略相談窓口～営業秘密110番～」の運営 
 

【四国経済産業局】 
 

○ 知的財産コンサルティングの実施（四国地域知的財産コンサルティング事業） 

○ 知的財産の先導的研究への補助（地域中小企業知的財産支援力強化事業） 

○ 地域商社への知財支援（地域商社育成・ネットワーク構築事業） 

○ 中小企業と大企業等との知的財産マッチングの推進（四国地域知的財産マッチング事

業）［再掲］ 

○ デザイン経営の促進（中小企業の経営におけるデザインリテラシーの高度化促進事業）

［再掲］ 
 

【独立行政法人 中小企業基盤整備機構 四国本部】 
 

○ 経営アドバイスの実施 
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【特許庁】 
 

○ スタートアップ向けコンテンツの提供 

○ 特許料等の減免 

○ 知財金融の促進（中小企業知財経営支援金融機能活用促進事業） 

 

③ 知的財産制度を生かした県産品のブランド化の促進 
 

 香川県（さぬき）は、瀬戸内の温暖で安定した気候のもと、多くの優れた山の幸、海の幸

に恵まれ、受け継いだ歴史により、さまざまな産品が生み出されています。 

 国内外の産地間競争が一層激化する中、県産品が市場から選ばれるためには、地域や県産

品の付加価値や競争力を高め、本県の特色を生かしたブランドを確立することが重要です。 

 このため、県では、本県の特色ある農林水産物やその加工品をはじめ、地場産品、伝統的

工芸品などの県産品の商品価値を高め、競争力のあるブランドとするため、商標・地域団体

商標や地理的表示（GI）のほか、品種登録などの知的財産を戦略的に活用する取組みを促進

します。 
 

〔県の取組み〕 
 

【香川県】【公益財団法人かがわ産業支援財団】 
 

○ 県産品のブランド化の促進 

 県と香川県知的所有権センター等が連携を図りながら、商標・地域団体商標や地理的

表示（GI）の取得方法や品種登録等の情報提供に努め、これらの取得・登録を目指す県

内事業者団体を支援します。 
 

〔関係機関の取組み〕 
 

【各事業者団体】 
 

○ 地域団体商標制度の活用（p.5参照） 

○ 地理的表示（GI）保護制度の活用（p.5参照） 
 

〔国の支援事業〕 
 

【四国経済産業局】 
 

○ 地域ブランドの構築支援（四国地域ブランド構築支援事業） 

 

④ 海外における知的財産の活用促進及び冒認出願対策等 
 

 中国や台湾において、日本の地名や地域ブランド等が第三者によって出願登録される事例

が相次いでおり、これによって我が国の企業等の現地でのビジネス展開に支障が生ずるリス
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クが増加しています。 

 本県では、平成21年８月に、中国で出願された商標「讚岐乌冬」に対して、県と県内事業

者団体が連携して中国商標局に異議申立てを行い、平成23年７月に異議申立てが認められた

事例があります。また、令和元年度には、中国で出願された商標「香川小豆島」「小豆島」

や、タイで出願された「讃岐」と「SANUKI」を含む商標に対し、関係する県内の事業者団体

や自治体と連携して異議申立てを行いました。 

 県やかがわ産業支援財団では、引き続き、関連情報の収集に努め、県内事業者団体に情報

提供を行うとともに、海外における県内地名等の抜駆け商標出願のうち県内事業者が被害を

受ける可能性が高いものについては、県内事業者団体とともに異議申立てを行う制度を準備

するなど、INPIT香川県知財総合支援窓口や独立行政法人日本貿易振興機構（JETRO）などと

連携して、海外における冒認出願対策や模倣品対策、産業財産権に係る係争を支援します。 

 また、県内企業等が知的財産を武器に海外展開する際の有用な情報を提供するため、

JETROやINPITなどと連携して、知財リスクとその対応策のほか、ビジネス展開に応じた知的

財産の権利化やその活用に関するセミナーを開催するとともに、特許庁の外国出願支援事業

などを活用することにより、海外における知的財産の活用を促進します。 
 

〔県の取組み〕 
 

【香川県】 
 

○ 海外における知的財産の冒認出願対策（知的財産推進事業） 

・ 本県地名を使用した抜駆け商標出願等の監視 

・ 関係事業者団体等と連携した異議申立て 
 

【公益財団法人 かがわ産業支援財団】 
 

○ 外国出願への補助（中小企業等外国出願支援事業〈特許庁事業〉） 
 

〔国の支援事業〕 
 

【独立行政法人 工業所有権情報・研修館（INPIT）】 
 

○ 海外知的財産プロデューサーの派遣、相談 

○ 新興国等知財情報データバンクの運営 
 

【四国経済産業局】 
 

○ 海外展開における知的財産保護制度の普及促進（四国地域海外展開応援フォーラム企

業交流会開催事業） 
 

【特許庁】 
 

○ 国際出願に係る手数料の軽減 
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○ 国際出願促進交付金の交付 

○ 外国出願への補助（中小企業等外国出願支援事業） 

○ 模倣品対策支援（中小企業等海外侵害対策支援事業） 

○ 冒認商標無効・取消係争支援（中小企業等海外侵害対策支援事業） 

○ 防衛型侵害対策支援（中小企業等海外侵害対策支援事業） 

○ 海外知財訴訟費用保険掛金の補助（海外知財訴訟保険事業） 
 

【独立行政法人 日本貿易振興機構（JETRO）】 
 

○ JETRO知的財産保護ウェブページの運営 

○ 海外における日系企業情報交換グループ（IPG）の運営 

○ 模倣品・海賊版被害相談窓口の運営 

○ セミナー等の開催 

○ 中小企業商標先行登録調査・相談 

○ 外国出願への補助（中小企業等外国出願支援事業〈特許庁事業〉） 

○ 模倣品対策支援（中小企業等海外侵害対策支援事業〈特許庁事業〉） 

○ 冒認商標無効取消係争支援（中小企業等海外侵害対策支援事業〈特許庁事業〉） 

○ 防衛型侵害対策支援（中小企業等海外侵害対策支援事業〈特許庁事業〉） 

○ 在中日系企業向け営業秘密流出防止支援 

○ 地域団体商標の海外展開支援 

○ 知的財産を活用した海外展開のハンズオン支援（日本発知的財産活用ビジネス化支援

事業（ジェトロ・イノベーション・プログラム（JIP））） 

 

(３) 関係支援機関の連携による知的財産支援体制の強化 
 

 県内では、県やかがわ産業支援財団のほか、国やINPIT、JETROをはじめ、日本弁理士会四

国会、香川県発明協会などが、知的財産に関する普及啓発や相談対応などを行っています。 

 また、公設試験研究機関や大学、高等専門学校では、県内企業への事業化支援や各機関が

保有する知的財産を活用した技術移転に取り組んでいます。 

一方で、県内企業からは「どこに行けば、どのような支援が受けられるのか、わかりにく

い」という指摘もなされており、知的財産の支援機関相互の連携はもとより、県内企業にと

って身近な存在である、金融機関や商工会・商工会議所などの産業支援機関とも連携し、必

要に応じて適切な機関に橋渡ししていくことが必要です。 

 このため、知的財産の支援機関や金融機関、産業支援機関が参加するINPIT香川県知財総

合支援窓口の関係機関連携会議に、県としても積極的に参画し、関係機関の取組みの共有等

を通じて、知的財産支援体制を強化します。 
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〔関係機関連携会議の参画機関〕 
 

・ 四国経済産業局 

・ 中国四国農政局  

・ 独立行政法人 工業所有権情報・研修館 

・ 独立行政法人 日本貿易振興機構 

・ 国立大学法人 香川大学 

・ 独立行政法人 国立高等専門学校機構 香川高等専門学校 

・ 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 四国センター 

・ 一般財団法人 四国産業・技術振興センター 

・ 日本弁理士会 四国会 

・ 香川県商工会議所連合会 

・ 香川県商工会連合会 

・ 香川県中小企業団体中央会 

・ 香川県中小企業家同友会 

・ 株式会社 日本政策金融公庫 

・ 株式会社 百十四銀行 

・ 株式会社 香川銀行 

・ 高松信用金庫 

・ 観音寺信用金庫 

・ 香川県信用組合 

・ 香川県信用保証協会 

・ 公益財団法人 かがわ産業支援財団 

・ 香川県よろず支援拠点 

・ 香川県 

・ 香川県産業技術センター 

 

Ⅴ 成果目標 
 

 本プログラムによる取組みの達成状況を評価するため、次の成果目標を設定します。 
 

■ 特許・実用新案出願件数 

 新・せとうち田園都市創造計画では、新規産業の創出や競争力の強化を図るうえで知的

財産の活用が重要であるとして、特許及び実用新案出願件数を指標のひとつとしています。 

 本プログラムにおいても同様に考え、県内の特許及び実用新案出願件数について、令和

２～４年で1,530件をめざします。 

［設定根拠］過去５年間（平成26～30年）の平均（500件/年）を上回る年間510件をめざ
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すもの。 
 

■ 香川県産業成長戦略に掲げる分野での知的財産の活用支援件数 

 「香川県産業成長戦略」に掲げる香川県経済の今後の成長のエンジンとなる６つの分野

における知的財産の創造・保護・活用などの支援件数について、令和２～４年度で６件創

出します。 

［設定根拠］年間２件程度、３年間で６件をめざすもの。 
 

■ 知財を活用した新商品の開発や新たな事業展開を目指す企業間マッチングの支援件数 

 特許流通コーディネーター等による企業訪問などによる、県内企業等のニーズと大企業

が保有する知的財産とのマッチング支援について、令和２～４年度で145件以上実施しま

す。 

［設定根拠］過去３年間（平成29～令和元年度）の合計マッチング支援件数142件を上回

る件数をめざすもの。  
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各機関の知的財産支援事業一覧（50音順） 

株式会社 香川銀行 

○ 外部連携機関の紹介 

 顧客から知的財産に関する相談があった場合、専門機関を紹介し、課題解決に協力する。 

○ 顧客への情報提供 

 国の施策や補助金の募集等について、支店の営業担当者を介して取引先へ情報提供する。 

香川県 

○ 知的所有権センターを通じた知的財産の普及啓発や知的財産活動の促進（知的財産活性化

事業） 

 公益財団法人かがわ産業支援財団に、知的所有権センターを設置し、特許流通コーディネ

ーターによる知的財産に関する相談や情報提供のほか、特許等の活用を支援する。 

○ 「かがわ知財経営塾」、「知財マッチングin香川」の開催（知的財産活用促進事業） 

 知的財産を活用した県内企業の経営展開を促進するため、公益財団法人かがわ産業支援財

団を通じ、知的財産の活用に意欲のある企業を対象とした知財経営塾を開催するとともに、

大企業等が保有する開放特許などの紹介や大企業等の開放特許などと県内中小企業の技術と

のマッチング機会の提供を行う。 

○ 先端的な技術の導入による科学技術に関する共同研究の促進 

 AI技術をはじめとした先端技術の活用など、県内企業の成長のエンジンとなる分野への取

組みについて技術の高度化、商品開発の進度を高めるとともに、県内企業の生産性向上や競

争力強化を図るため、産業技術総合研究所 と連携・協力して実施する研究開発を支援する。 

○ 産学官連携による科学技術に関する共同研究の促進 

 大学や公設試の技術シーズを企業での実用化に結びつけ、新産業の創出を目指すため、産

学官の連携を促進する体制を構築する。 

○ 海外における知的財産の冒認出願対策（知的財産推進事業） 

 香川県知的所有権センター等と連携して、中国商標局等のデータベースを定期的に調査し、

本県地名を使用した抜駆け商標出願等を監視する。出願・登録を確認した場合には、関係事

業者団体に情報提供を行うとともに、必要に応じて、関係事業者団体等と連携して異議申し

立て等の対応を行う。 
 

＜香川県産業技術センター＞ 

○ 実用化・事業化に直結する研究や、事業化等を目指す県内企業等との共同研究 

 中小企業の技術ニーズや社会ニーズに基づいたテーマを選定して、実用化・事業化に直結

した研究を行う。また、事業化を目指す県内企業等との共同研究を行う。 
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○ 県が有する知的財産・技術情報の提供や、大学・高等専門学校・産業技術総合研究所等と

の技術の橋渡し 

 県内の中小企業等からの技術相談を受け、産業技術センターの保有する知的財産・技術情

報を提供する。また相談内容に応じて、大学・高等専門学校・産業技術総合研究所等の技術

を紹介し、移転を促進する。 

香川県商工会議所連合会 

○ 専門家の派遣（経営・技術強化支援事業（エキスパートバンク）） 

 小規模事業者等が抱えている問題の解決を支援し、経営レベルや技術力を高めるため、企

業に直接専門家を派遣し、具体的・実践的な指導助言を行う。 

香川県商工会連合会 

○ 専門家の派遣（経営・技術強化支援事業（エキスパートバンク）） 

 県連合会に専門家（中小企業診断士、社会保険労務士、弁護士、弁理士など）を登録し、

商工会地区の小規模事業者が抱える経営課題に対して、直接専門家を派遣して課題解決を図

る。 

 知財財産関連の案件では、自社や商品の商標登録の案件に対する専門家支援を行う。 

一般社団法人 香川県発明協会 

○ セミナー等の開催 

・ 知的財産セミナー 

・ 初心者向け知的財産権制度説明会〈特許庁事業〉 

・ 知的財産担当者育成セミナー〈四国経済産業局事業〉 

○ 知的財産研究会活動（勉強会、施設見学・意見交換会）の実施 

○ 地方発明表彰の実施 

 全国の８地方において優秀な発明、考案、又は意匠（以下「発明等」という。）の完成、

発明等の実施化、発明等の指導、育成、奨励の功績を称え顕彰する。 

○ 児童・生徒の創造性の育成（青少年創造性育成） 

 県内の児童・生徒に創作の喜びや発明くふうする楽しさを知ってもらい、ものづくりを通

じて創造力を育てるとともに、科学技術の振興を図るため、香川の発明くふう展、小学生向

け発明工作教室の開催や少年少女発明クラブへの支援等を行う。 

○ 情報提供 

 会報等の作成や配布を行う。 

 



23 

 

独立行政法人 国立高等専門学校機構 香川高等専門学校 

○ 技術相談 

  企業等からの相談に応じて、それぞれの専門分野の教員が、アドバイスや情報提供を行う。 

○ 研究・技術シーズの発信 

  香川高専を含む全国51の国立高専に所属する教員が取り組んでいる研究内容や開放特許等

を「国立高専研究情報ポータル」で公開する。また、他高専への取次ぎを行う。 

○ 受託研究、共同研究 

公益財団法人 かがわ産業支援財団 

○ 「香川県知的所有権センター」の設置・運営（知的財産活性化事業〈香川県事業〉） 

 特許流通コーディネーターによる知的財産に関する情報収集・提供、企業訪問等の実施 

○ 新分野への進出や競争力強化等のための産業財産権の取得を含む研究開発に対する助成 

  新分野への進出や競争力強化のための研究開発を産業財産権の取得を含めて支援する。 

○ 香川県科学技術研究センター（FROM香川）の運営 

 香川県科学技術研究センター（FROM香川）において、産学官の連携による科学技術に関す

る共同研究を促進し、その成果を活用した新規産業の創出や地域産業の高度化を図る。 

○ 「かがわ知財経営塾」、「知財マッチングinかがわ」の開催（知的財産活用促進事業〈香

川県事業〉） 

 知的財産を活用した県内企業の経営展開を促進するため、知的財産の活用に意欲のある企

業を対象とした知財経営塾を開催するとともに、大企業等が保有する開放特許などの紹介や

大企業等の開放特許などと県内中小企業の技術とのマッチング機会の提供を行う。 

○ 外国出願への補助（中小企業等外国出願支援事業〈特許庁事業〉） 

 県内中小企業が行う外国出願に要する経費の一部を助成する（1/2補助）。 

国立大学法人 香川大学 

○ セミナーの開催 

 知的財産セミナーを学内外に向けて開催する。 

○ 萌芽的研究への助成 

 共同研究のさらなる推進と活性化に寄与することを目的とし、技術や資金が不足し、共同

研究に着手するのを迷っている案件、共同研究を考えているがデータ不足や調査不足で決断

しにくい案件等について行う企業と大学との共同研究を促進するために必要な予備的研究又

は調査に対して研究費を助成する。 

○ 技術交流協力会（KING）の開催 

 企業のニーズと大学のシーズを結びつけ、共同研究や地域コンソーシアムを提案し、地域
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の発展につなげていくことを目的に、地域の企業が得意とする技術分野において、大学の研

究者、地域の技術者が集って技術交流グループを構成し、地域の技術を協働で高めていく。 

○ 特許を活用した技術移転活動 

 大学の研究や地域企業との共同研究により生まれた発明等の取扱いや技術移転を実施する。 

○ 特許を利用したベンチャーの企業支援 

 特許を活用しての技術移転活動を四国TLO（株式会社 テクノネットワーク四国）と協働で

行うほか、よろず支援拠点と連携し、橋渡しによるベンチャー支援を行う。 

○ 技術シーズの発信 

 大学の技術シーズを国内外に発信する。 

○ マッチングの推進 

 企業や自治体等からの様々な相談やニーズ情報に対して、産学官連携統括本部に窓口を一

本化することで情報の集約を行い、迅速かつ的確に学内研究者チームの編成を行い、産官の

関係機関とのマッチングを実施する。 

独立行政法人 工業所有権情報・研修館（INPIT） 

○ 知財総合支援窓口の運営 

 アイデア段階から事業展開・海外展開まで、企業経営における知的財産に関する様々な悩

み・課題に関する相談を受け、他の支援機関と連携して課題解決を支援する「INPIT知財総

合支援窓口」を全国47都道府県に設置する。 

○ INPIT香川県知財総合支援窓口の運営 

 中小企業等の知的財産に関するあらゆる課題・悩みについて、専門家（弁理士、弁護士）

と協働で、解決支援をワンストップで行うとともに、知的財産セミナー等を開催する。 

・ 常設窓口相談、臨時窓口相談、訪問相談 

・ 初心者向け知的財産権制度入門講座 

・ 初心者向け知的財産権制度出前講座 

・ 知的財産セミナー 

・ アンケート調査、企業訪問 

○ 知的財産権制度説明会の開催 

 知的財産権制度の基礎的な内容について学びたい者を対象とした初心者向け説明会を開催

し、知的財産権の基礎知識や企業の活用事例・トラブル事例、知的財産権活用の効果など、

ビジネスに役立つ情報を紹介する。 

○ 特許情報プラットフォーム「J-Plat Pat」の運用 

 特許や商標などの出願・登録・審査状況が簡単に検索できる特許情報プラットフォーム

「J-Plat Pat」を提供する。 
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○ 開放特許情報データベースの運営 

 インターネット上で、企業、大学、研究機関等の開放特許を一括して検索できるサービス

を提供する。 

○ 特許情報分析活用の支援 

 「研究開発・出願段階」、「審査請求段階」における特許情報分析を支援する。特許情報

分析に基づいて、無駄な研究開発投資を回避する研究開発戦略やオープン・クローズ戦略を

策定することにより、個々の中小企業等における効果的な権利化等の知財活用を実現する。 

○ 知的財産プロデューサーの派遣 

 研究における知的財産等の成果を円滑に産業化につなげることを目的に、公的資金が投

入された産学官等研究開発プロジェクトに専門人材（知的財産プロデューサー）を派遣し、

的確な権利化と事業化戦略の構築を支援する。 

○ 産学連携知的財産アドバイザーの派遣 

 産学連携プロジェクト発の事業を創出することを目的に、事業化を目指す産学連携活動を

展開する大学に知的財産の専門家である産学連携知的財産アドバイザーを派遣し、産学連携

プロジェクトの知的財産マネジメントを支援する。 

○ 「営業秘密・知財戦略相談窓口～営業秘密110番～」の運営 

 企業で知財戦略の実務やマネジメント等に従事した経験を持つ知的財産戦略アドバイザー

が、営業秘密の管理手法、営業秘密の漏えい・流出事案、権利化／秘匿化等の知財戦略につ

いて、アドバイスする。 

○ 海外知的財産プロデューサーの派遣、相談 

 企業における豊富な知的財産経験と海外駐在経験を有する海外知的財産プロデューサーが、

海外ビジネス展開に応じた知財リスクやその具体的対策、知的財産の管理・活用に関してア

ドバイスする。 

○ 新興国等知財情報データバンクの運営 

 アジアを中心に、中東、アフリカ、南米などの各国知的財産制度や公報、統計等の情報へ

のアクセス方法、模倣被害、訴訟対策情報、ライセンス実務に関する情報等を掲載する。 

国立研究開発法人 産業技術総合研究所 四国センター 

○ 産総研イノベーションコーディネータによる橋渡し支援 

 全国の公設試等の職員、OBがイノベーションコーディネータとして、地域企業のニーズと

産総研のシーズを結びつける橋渡しを推進する活動を行う。 

○ 技術移転 

 研究試料提供、技術情報開示、ライセンス供与により、産総研の知的財産の技術移転を行

う。 
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四国経済産業局 

○ セミナーの開催（四国地域知的財産活用セミナー事業） 

 地域の中小企業及びその支援者等を対象に、知財に関する産業別セミナー、知財を活用し

た経営力向上セミナーを開催し、中小企業の知財経営力の向上を図る。 

○ 知的財産コンサルティングの実施（四国地域知的財産コンサルティング事業） 

 四国地域内の中小企業に対し、次世代の成長分野への支援ニーズ等についてアンケート調

査を実施し、四国地域の強みの分野や課題を把握する。また知財だけではなく、標準化もツ

ールとして活用するためのセミナーを開催することで、「新市場創造型標準化制度」を利用

し、標準化を試みる企業を創出する。 

 さらに、地域内の中小企業へ知財活用に見識のある専門家を派遣し、経営戦略として知

財・標準化に関する指導・助言等を実施することにより、地域における知財経営のモデル企

業を創出する。 

○ 知的財産の先導的取組への補助（地域中小企業知的財産支援力強化事業） 

 中小企業等に対する知的財産支援の先導的な取組に要する経費を補助し、知的財産支援体

制の構築や連携強化の促進等による地域における知的財産支援の強化を図るとともに、優れ

た取組事例を全国展開することにより、中小企業等による知的財産の保護・活用を促進する。 

○ 地域商社への知財支援（地域商社育成・ネットワーク構築事業） 

 地域商社を対象とし、知的財産の知識の享受や地域商社において販路開拓を行うためのノ

ウハウの習得、参加者間でのネットワーク構築を図る。 

○ 海外展開における知的財産保護制度の普及促進（四国地域海外展開応援フォーラム企業交

流会開催事業） 

 地域において中小企業等の海外展開を戦略的に推進するために設置した「四国地域海外展

開応援フォーラム」活動の一環として、企業交流会を開催し、海外展開に関心のある企業等

の交流・連携を促進することにより、貿易拡大を後押しし、併せて海外における模倣品対策

や知財訴訟等のトラブルを防止するため、知的財産保護制度に係る普及促進を行う。 

○ 中小企業と大企業等との知的財産マッチングの推進（四国地域知的財産マッチング事業） 

 中小企業が持つ知財（技術シーズ）と都市圏の大企業等との技術マッチングを推進する。 

○ デザイン経営の促進（中小企業の経営におけるデザインリテラシーの高度化促進事業） 

 中小企業によるデザイン経営及び効果的なデザインの活用を促し、地域経済の活性化及び

地域課題の解決につなげる。 

○ 地域ブランドの構築支援（四国地域ブランド構築支援事業） 

 地域ブランド化に向けた活動を行う団体等の成功事例創出を目的とするブランド構築支援

を行う。 
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高松信用金庫 

○ 外部連携機関の紹介 

 取引先より知的財産に関する相談があった場合、本部担当者が相談を受けるとともに、

INPIT香川県知財総合支援窓口などの専門機関と連携して課題解決に取り組む。 

○ 知財金融の促進（中小企業知財金融促進事業〈特許庁事業〉） 

 「知財ビジネス評価書」の活用を促進し、知財担保融資につなげる。 

○ 取引先への情報提供 

 国の施策や補助金の募集等について、支店の窓口や渉外担当者を介してタイムリーな情報

提供を行うとともに申請支援を行う。 

独立行政法人 中小企業基盤整備機構 四国本部 

○ 経営アドバイスの実施 

 経営に関する様々な分野について経験豊富なアドバイザーによる無料経営アドバイスを行

う。 

四国TLO（株式会社テクノネットワーク四国） 

○ 大学等と企業の橋渡し支援 

 四国の大学等と企業を橋渡し、両者のコミュニケーションが円滑に進むよう支援し、知的

創造サイクルの確立を図る。 

特許庁 

○ 説明会やシンポジウムの開催 

 初心者・実務者それぞれのレベルに合わせた説明会を特許庁職員等が実施する。 

○ イベント（「知財のミカタ～巡回特許庁～」）の開催 

 知財をビジネスの味方にして上手く活用するきっかけを作ることを目的に、全国各地を巡

回し、イベントを開催する。 

○ 各種事例集、マニュアル等の提供 

・ 知的財産権活用企業事例集 

 知的財産を積極的に活用する中小企業・小規模事業者の取組みをまとめ、紹介。 

・ 地域団体商標ガイドブック 

 地域団体商標を活用している団体の最新事例を紹介するとともに、地域団体商標制度の

概要、支援策、登録されている地域団体商標を掲載。 

・ 秘密情報の保護ハンドブック～企業価値向上に向けて～秘密情報の保護・活用事例集 

 営業秘密の保護について周知を図る。 
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・ 知的財産を学ぶ動画サイト「もうけの花道」（中国経済産業局） 

・ 金融機関職員のための知的財産活用のススメ～ 知財を切り口とした企業の実態把握 ～ 

 金融機関職員が、知財を含めた幅広い視点から取引先企業の現状と先行きを見極め、企

業実態を踏まえた融資対応やその他のソリューションを提案できるよう、知財を学ぶマニ

ュアルを提供する。 

・ 海外知的訴訟リスク対策マニュアル 

 海外展開を検討している、もしくは準備を進めようとしている中小企業を対象に、知的

財産にまつわるリスクに自ら気づき、必要な予防のヒントを取り上げたマニュアルを提供

する。 

・ 模倣対策マニュアル・知的財産権侵害判例・事例集、調査報告書 

 模倣品被害の多発する国・地域に関する有益な情報をまとめたもの。 

・ 先使用権制度事例集 

 先使用権制度の周知を図る。 

○ 産業財産権専門官による企業訪問やセミナーへの講師派遣 

 特許等に関する制度や知的財産に関する各種支援策の周知のため、産業財産権専門官によ

る企業訪問やセミナー等への講師派遣を行う。 

○ スタートアップ向けコンテンツの提供 

 スタートアップ向けに各種支援施策の他、知財戦略事例集などの役立つコンテンツを提供

する。 

○ 特許料等の減免 

 中小企業等を対象に、審査請求料と特許料（第１年分から第10年分）の減免措置を行う。 

○ 知財金融の促進（中小企業知財経営支援金融機能活用促進事業） 

 中小企業の知財を活用したビジネスが金融機関において適切に評価されることを目的とし

て、「知財ビジネス評価書」の金融機関への提供や、伴走型支援、普及啓発・人材育成を実

施する。 

○ 国際出願に係る手数料の軽減 

 中小企業等を対象に、国際出願に係る手数料（送付手数料、調査手数料、予備審査手数料）

の軽減措置を行う。 

○ 国際出願促進交付金の交付 

 中小企業等を対象に、国際出願に係る手数料（国際出願手数料、取扱手数料）について、

国際出願促進交付金の交付措置を行う。 

○ 外国出願への補助（中小企業等外国出願支援事業） 

 外国への事業展開等を計画している中小企業に対し、産業財産権に係る外国出願（特許・

実用新案・意匠・商標・冒認対策商標）に要する経費の1/2を補助する。 
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○ 模倣品対策支援（中小企業等海外侵害対策支援事業） 

 海外で模倣品被害を受けている中小企業に対して海外侵害調査、警告状の作成、行政摘発

の実施等について、その費用の2/3を助成する。 

○ 冒認商標無効・取消係争支援（中小企業等海外侵害対策支援事業） 

 中国等海外で現地企業から、自社のブランドの商標や地域団体商標を冒認出願された中小

企業等に対し、異議申立や無効審判請求、取消審判請求など、冒認商標を取消すためにかか

る費用の2/3を助成する。 

○ 防衛型侵害対策支援（中小企業等海外侵害対策支援事業） 

 海外から警告、訴訟など係争に巻き込まれた中小企業等に対し、対抗措置にかかる費用の

2/3を助成する。 

○ 海外知財訴訟費用保険掛金の補助（海外知財訴訟保険事業） 

 中小企業が海外において知財係争に巻き込まれた場合の「セーフティーネットとしての施

策」として、全国規模の中小企業を会員とする団体に補助金を交付し、中小企業が海外知財

訴訟費用保険に加入する際の掛金の一部を補助し、中小企業の掛金負担を軽減する（補助率

1/2、２年目以降の更新の場合は1/3）。 

株式会社 日本政策金融公庫 高松支店 

○ 知財を活用して行う新事業への融資（新事業育成資金（中小企業事業）） 

 他企業に利用されていない知的財産権等を利用して新事業を行う者等に、新たな事業を行

うために必要な設備資金および長期運転資金の融資を行う。 

日本弁理士会 

○ 検索システムによる弁理士情報の提供 

 弁理士や特許事務所を所在地、専門・技術分野、取り扱い業務、研修受講履歴等の条件に

よって検索する「弁理士ナビ」をインターネット上で公開し、企業経営者等の利用者が自分

の業務分野に適した弁理士を選びやすい環境づくりを行う。 

○ 教育機関での知財教育支援 

 小中高、高専、大学等の教育機関に弁理士が訪問し、学生の年代にあわせた知的財産に関

する授業を行う。 

○ 各種冊子、知財学習動画の提供 

・ 知的財産を学ぶビデオ教材 

 知的財産の概要、特許、意匠、商標等を理解するためのビデオ教材をホームページで公

開。 
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・ 「ヒット商品はこうして生まれた！」 

 様々なヒット商品と知的財産の関係を紹介する冊子。 

・ 漫画「閃きの番人」 

 知的財産について馴染みのない方でも楽しみながら知的財産や弁理士業務を理解できる

漫画。 

○ 知財マッチングサービスの実施 

 共同開発や技術指導を希望する企業があるとき、弁理士を介して交渉をサポートする機会

を設ける。 

○ 知的財産権の価値評価を行う弁理士の推薦 

 公的機関や民間機関からの依頼に基づき、知的財産権の価値評価に精通した弁理士を推薦

する。 

○ 知財経営の実践支援（弁理士知財キャラバン事業） 

 知財経営コンサルティングのスキルを持った弁理士が直接企業を訪問し、課題抽出、課題

解決策の提案に加え、解決策の実践支援を行う。 

日本弁理士会 四国会 

○ セミナーの開催（知財広め隊事業） 

 中小企業に知財の有用性を認識してもらうことに特化したセミナーを実施する。 

○ セミナー講師の派遣 

 知的財産権の啓発、理解の促進を図るため、弁理士資格を持つ者を講師として派遣する。 

○ 常設知的財産相談室の運営 

 弁理士による無料相談を月２回実施する。 

○ 「知財コラボ四国」の運営 

 四国地域における知的財産に係る企業等への支援と啓発等を図ることを目的に、弁護士知

財ネット四国地域会、株式会社テクノネットワーク四国、独立行政法人日本貿易振興機構

（JETRO）四国４事務所が連携し、権利化、活用、法律問題などに一貫して対応する。 

独立行政法人 日本貿易振興機構（JETRO） 

○ JETRO知的財産保護ウェブページの運営 

 当分野の各国情報、レポート類、セミナー等各種事業の情報を発信する。 

○ 海外における日系企業情報交換グループ（IPG）の運営 

 各国・地域における日系企業、団体が知財に関する情報交換やネットワークの構築を行う。

各所がメールマガジンを配信している。 
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○ 模倣品・海賊版被害相談窓口の運営 

 海外における知財問題に関する相談を無料で受け付ける。 

○ セミナー等の開催 

・ 海外ビジネス人材育成講座 

 香川県・JETRO香川で主催する講座で海外における知財対策を取り上げる。 

・ 貿易実務オンライン講座：中国輸出ビジネス編 

 知的財産のリスク対策のノウハウを含む中国輸出ビジネスの講座を開催する。 

○ 中小企業商標先行登録調査・相談 

 これから海外への進出を考えている中小企業を対象に、海外展開予定国における商標先行

登録状況を調査し、報告書を作成、法的観点を含めた助言を行う。 

○ 外国出願への補助（中小企業等外国出願支援事業〈特許庁事業〉） 

 外国への事業展開等を計画している中小企業に対し、産業財産権に係る外国出願（特許・

実用新案・意匠・商標・冒認対策商標）に要する経費の1/2を補助する。 

○ 模倣品対策支援（中小企業等海外侵害対策支援事業〈特許庁事業〉） 

 海外で模倣品被害を受けている中小企業に対して海外侵害調査、警告状の作成、行政摘発

の実施等について、その費用の2/3を助成する。 

○ 冒認商標無効・取消係争支援（中小企業等海外侵害対策支援事業〈特許庁事業〉） 

 中国等海外で現地企業から、自社のブランドの商標や地域団体商標を冒認出願された中小

企業等に対し、異議申立や無効審判請求、取消審判請求など、冒認商標を取消すためにかか

る費用の2/3を助成する。 

○ 防衛型侵害対策支援（中小企業等海外侵害対策支援事業〈特許庁事業〉） 

 海外から警告、訴訟など係争に巻き込まれた中小企業等に対し、対抗措置にかかる費用の

2/3を助成する。 

○ 在中日系企業向け営業秘密流出防止支援 

 営業秘密の保護・管理体制の導入を図る日本企業の中国現地法人を対象に、専門家を派遣

しコンサルテーションや社内研修を行う。 

○ 地域団体商標の海外展開支援 

 地域団体登録商標の海外展開を支援するため、海外における商標権などの知的財産権の取

得や、模倣品対策やライセンス契約などの権利活用まで、一貫した知財面のサポートを実施

する。 

○ 知的財産を活用した海外展開のハンズオン支援（日本発知的財産活用ビジネス化支援事業

（ジェトロ・イノベーション・プログラム（JIP））） 

 知的財産に裏付けられた新しい技術・製品を海外向けにマーケティングし、世界的なエコ

システムの中でビジネスを成長・成功させるため、海外アクセラレーターと提携の上、ビジ

ネスモデル構築やメンタリング、ピッチや展示会での商談機会等の各種支援メニューを提供
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し、日本企業の海外展開をハンズオンで支援する。 

株式会社 百十四銀行 

○ 外部連携機関の紹介 

 顧客から知的財産に関する相談があった場合、INPIT香川県知財総合支援窓口に取次ぎし、

課題解決に協力する。 

○ 知財金融の促進（中小企業知財金融促進事業〈特許庁事業〉） 

 「知財ビジネス評価書」取得のための申請を行い、知財担保融資につなげる。 

○ 知的財産コンサルティング（四国地域知的財産コンサルティング事業〈四国経済産業局事

業〉）への協力 

 当事業の実施先選定に際し、知財経営に取組む企業を抽出し、推薦する。 

○ 顧客への情報提供 

 国の施策や補助金の募集等について、支店の営業担当者を介して取引先へ情報提供する。 

弁護士知財ネット 

○ INPIT知財総合支援窓口への弁護士派遣 

 INPIT知財総合支援窓口に常駐弁護士を派遣する。 

○ 日本知的財産仲裁センター四国支所への弁護士派遣 

 日本知的財産仲裁センター四国支所の運営に関与し、同センターの手続き、相談に対応す

る弁護士を派遣する。 

○ セミナー等の開催 

 セミナーを開催し、啓発を行う。 
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令和２年３月 

香  川  県 

商工労働部産業政策課 

〒760-8570 香川県高松市番町四丁目１番10号 

TEL 087-832-3352 
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